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はじめに

我が国における「食料」「農業」を取り巻く情勢は大きく変化しています。経

済成長が著しい新興国における穀物需要の拡大や世界的な気候変動の影響等を受

けた世界的な穀物需要のひっ迫等により、国内の食料供給力の向上に対する期待

が高まりつつある一方で、国内農業においては、農業者の高齢化の進行、土地利

用率の低下や耕作放棄地の拡大などの課題が生じています。

また、燃油、飼料、肥料等農業生産資材価格の高騰といった問題にも直面し、

国内農業を巡る環境は厳しさを増しており、中でも、輸入穀物を原料とした飼料

に依存する畜産においては、その影響が大きいところであります。

こうした中、１８年末以来、懸案となっておりました、配合飼料価格の高騰問

題については、この平成２１年１～３月期から大幅な下げとなっておりますが、

国際的な穀物市況の動向に左右されない安定した畜産経営を実現するためには、

我が国の水田や耕作放棄地を有効に活用し、稲発酵粗飼料、飼料用米及び飼料作

物の生産・利用を拡大するなど、飼料自給率の向上を図ることが重要であります。

九州地域飼料増産行動会議においても、これまで、管内各県の行政機関、農業

団体、畜産関係団体等と連携を図りながら、耕畜連携による粗飼料増産や水田放

牧、国産粗飼料の生産・流通の円滑化等の取組を推進しているところであります。

本冊は、こうした状況の中、各県畜産主務課・室並びに関係各位のご協力を頂

きながら、管内各県下での飼料増産の取組事例等をまとめたものであり、これら

事例を参考に、各地域で飼料増産の取組の普及・拡大がなされることを祈念する

次第です。

最後に、本冊を取りまとめるに当たり、事例提供にご協力を頂いた管内各県関

係機関、ご執筆者並びに取組実施者の皆様方に対し、心より感謝申し上げます。

平成２１年３月

九州農政局 生産経営流通部

畜産課長
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① 特徴：耕種農家主体の飼料生産組合による耕畜連携の取組

② 対象家畜 乳用牛３００頭

③ 市町村名 佐賀県神埼市

④ 取組実施者名 A組合

⑤ 経営形態 耕種農家等主体の機械利用組合

⑥ 取組開始年 平成20年度

事例提供（執筆者）：佐賀県三神農業改良普及センター農畜産担当 久留間利直
お問合せ：佐賀県三神農業改良普及センター農畜産担当 TEL：0952-52-1231

事例１

積上げられた稲ＷＣＳ

梱包後、整然と並んだ稲ＷＣＳ

ロールベーラーによる梱包作業

⑦取組内容
この地域では、平成20年度か
ら生産調整の一環として、集落
営農組織で約15haの飼料用稲
の栽培を開始した。
Ａ組合では、飼料用稲作付圃
場への堆肥散布及び収穫調製作
業を受託し、耕畜連携の一翼を
担っている。
また、地域内の稲わら収集を
行い、畜産農家への供給も行っ
ている。

ラッピング作業

⑧メッセージ
取組を開始したばかりであり、
様々な問題点が明確になってき
た。
少しずつ改善を図りながら組
織としての確立を図りたい。
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② 対象家畜 肉用牛

③ 市町村名 長崎県諫早市

④ 取組実施者名 川内町飼料作物安定供給組合

⑤ 経営形態 任意組織

⑥ 取組開始年 平成１５年４月１日

事例提供（執筆者）：長崎県諫早市 川内町飼料供給組合 組合長 中島康範
お問合せ：長崎県県央農業改良普及センター農業技術課畜産班 TEL：0957-22-0389

事例２

畜産農家へ供給された稲わら

① 特徴：耕種農家等主体の飼料生産組合による耕畜連携の取組

⑦取組内容
従来、水稲収穫後麦作に支障が
あるとして焼却されていた稲わら
を、組織化して収集することで、
地域内外の畜産農家に良質な国産
粗飼料を供給している。
組合内で収集作業面積や収集ほ
場を調整しながら、麦作までの短
期間で収集し20年度は約１６０
haの収集実績がある。

⑧メッセージ
将来は法人化し、稲わら収集
以外に飼料作物栽培や堆肥散布
を請負って年間を通じた受託作
業を行っていきたい。

畜産農家の要望で大型ロールでの梱包

組合員の連携で効率的に作業をこなす

収集した稲わらをほ場ごとに確認
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② 対象家畜 肉用牛（繁殖）

③ 市町村名 長崎県壱岐市

④ 取組実施者名 農事組合法人原の辻（特定農業法人）

⑤ 経営形態 米(食用･種子用･古代米･合鴨農法)、麦(大麦)、大豆、露地野菜

⑥ 取組開始年 平成20年7月１日

事例提供（執筆者）：農事組合法人 原の辻 松野善信
お問合せ：長崎県壱岐市芦辺町深江鶴亀触1097-4 TEL：0920-45-3376

事例３

① 特徴：耕種主体の農事組合法人による耕畜連携の取組

⑦取組内容
我が法人は水稲を主体とした耕種
団体であるが、転作田及び水田裏を
有効に活用するため、多頭飼育肉用
牛農家と提携し飼料作物を販売して
いる。
転作田にはスーダングラスを作付
けし、水田裏にはイタリアンライグ
ラスやエンバクを作付けして立毛で
販売している。
収穫作業については、肉用牛農家
が収穫作業機械で乾草及びラッピン
グサイレージ等に調製している。
また、肉用牛農家からは牛糞堆肥
を無償で譲り受け、堆肥処理施設で
有機肥料にして圃場に還元し、耕畜
連携が確立している。

法人原の辻が所有する大型農機具と管理施設 飼料作物供給契約肉用牛農家の飼育管理状況

スーダングラスの刈取り風景

堆肥処理施設での牛糞堆肥の切返し作業

⑧メッセージ
今後、消費者に信頼される安全・
安心な農産物の供給を行うため、耕
畜連携による環境にやさしい資源循
環型農業の形成に努めていきたい。
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⑧メッセージ
今後増え続ける耕作放棄地等の解消
としても有効な取り組みとなっており、
今後も規模拡大を図っていきたい。
今後の課題として、販売先までの輸
送コストの削減や圃場周辺の道路整
備・単位圃場面積の拡大など、軽微な
圃場整備等の取り組みも必要と考える。
また、現段階では農家収入としては
低く、圃場が畑・水田の違いで国の補
助恩恵の差が生じており、独自の制度
創設などについて関係機関へ働きかけ
たい。

収穫したトウモロコシの運搬

トウモロコシの収穫

トウモロコシ作付け検討会

② 対象家畜 馬

③ 市町村名 熊本県鹿本郡植木町

④ 取組実施者名 植木町粗飼料生産組合

⑤ 経営形態 任意組合

⑥ 取組開始年 平成１９年

事例提供（執筆者）：熊本県鹿本地域振興局農業普及指導課地域営農推進班 江口敬子
お問合せ：熊本県鹿本郡植木町役場産業振興課 TEL：096-272-1117

事例４

① 特徴：耕種農家等主体の飼料生産組合による耕畜連携の取組

⑦取組内容
高齢化や後継者不足による耕作放棄
地や遊休地が増え続けている中、JA
や町が農地保全、農業者の所得向上の
ために対策を検討していた。
その最中、馬の大規模肥育農場から
粗飼料生産について話があったため、
集落ごとに検討会を行った。
農地を団地化して植木町粗飼料生産
組合としてトウモロコシの作付けを開
始。
作業に関しては、播種から収穫前ま
での管理を行い、収穫量に応じて馬の
肥育農場へ販売している。
作付け実績は、平成１9年は11ha、
平成20年は17.5haであり、将来的
には５０haを目指す。
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② 対象家畜 牛

③ 市町村名 熊本県八代市鏡町

④ 取組実施者名 鏡町粗飼料供給組合

⑤ 経営形態 飼料イネ生産販売

⑥ 取組開始年 平成１２年

事例提供（執筆者）：熊本県八代地域振興局農業普及指導課地域営農推進班 高木宏臣
お問合せ：熊本県八代地域振興局農業普及指導課地域営農推進班 TEL：0965-33-3524

事例５

ストレッチフィルムによる包装

① 特徴：耕種農家による飼料生産の取組

⑦取組内容
耕種農家９戸で組織され飼料イ
ネ（わら専用イネ）の作付けから
収穫及び畜産農家への販売まで
行っている。（６５ｈａ）
いぐさ乾燥機を利用し、半乾き
の飼料イネを乾燥させることで高
品質なものが生産されている。
また、ロール状で収穫した飼料
イネをタイト状に再梱包し、スト
レッチフィルムで包装することで
ロスのない輸送もできている。

⑧組合長メッセージ
平成１９年には、別組織を立
ち上げＷＣＳの販売にも取り組
んでおり、面積の拡大を行って
います。

いぐさ乾燥機による飼料イネの乾燥

ヘイベーラーによる再梱包

ロールを再梱包するための裁断
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② 対象家畜 肉用牛２１３頭

③ 市町村名 大分県国東市

④ 取組実施者名 国東町飼料生産組合

⑤ 経営形態 任意組合・コントラクター

⑥ 取組開始年 平成16年

事例６

① 特徴：耕畜連携によるWCS供給体制構築の取組

⑦取組内容
平成16年度より耕種農家が栽
培した飼料イネ等をサイレージ
化し、町内畜産農家へ供給して
いる。平成20年度は約42haを
収穫。町内畜産農家の粗飼料確
保先として重要な役割を担って
いる。
また、本年度はロールベーラ
を追加導入。さらなる面積拡大
を目指すともに、作業工程の見
直しを行うなど生産物の品質向
上に向けた取組も実施している。

事例提供（執筆者）：大分県東部振興局生産流通部経営・畜産班 川ノ上実
お問合せ：大分県東部振興局生産流通部経営・畜産班 TEL：0978-72-1141

飼料イネの収穫
グラブ操作等によるラップへのダメージを
防ぐため、ほ場でラッピングせず搬出

保管場所でラッピング
また、昨年よりラップ巻き数をUPへ

総会・耕種農家も出席

⑧メッセージ
自給飼料を活用してさらなる
増頭を目指しています。

（組合長）
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嗜好性がよくなりました

② 対象家畜 乳用牛、肉用牛

③ 市町村名 宮崎県都城市山田町

④ 取組実施者名 霧島コントラクター組合

⑤ 経営形態 酪農、肉用牛繁殖

⑥ 取組開始年 平成18年７月２３日

事例提供（執筆者）：宮崎県北諸県農林振興局農業経営課 農畜産普及担当
お問合せ：宮崎県北諸県農林振興局農業経営課 TEL ：0986-38-1554

事例７

① 特徴：耕種農家等主体の飼料生産組合による耕畜連携の取組

⑦取組内容
個別に行っていたトウモロコ
シの収穫作業を共同化すること
で労働力の軽減やコスト低減を
図るために受託組織を設立した。
自走式ハーベスターに破砕処
理できるコーンクラッシャーを
導入し、消化の良いサイレージ
が生産可能となり、酪農家や肉
用牛繁殖農家からも好評である。
また、平成１９年度には受託
面積７５ｈａとなり、地域の飼
料増産に貢献している。

トウモロコシの収穫作業 サイロ詰め及び鎮圧

左：コーンクラッシャー使用

⑧メッセージ
サイレージの品質も良く嗜好
性も上がったと喜ばれています。
受託面積１００ｈａを目標にし
ています。
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② 対象家畜 繁殖牛４００頭、乳用牛５００頭

③ 市町村名 佐賀県杵島郡白石町

④ 取組実施者名 白石町内農家

⑤ 経営形態 繁殖農家、酪農家（H20年度で22戸）

⑥ 取組開始年 平成17年

事例提供（執筆者）：佐賀県杵島農業改良普及センター 農畜産係 坂井隆宏
お問合せ：佐賀県白石町役場産業部農政課 TEL：0954-65-3111

事例８

佐賀県白石町の概要

① 特徴：白石町での耕畜連携による粗飼料増産の取組

⑦取組内容
白石町は、水田転作を活用した飼
料作物の増産に積極的に取り組んで
いる地域である。町としても玉ねぎ
の作付けに影響しない飼料転作を大
豆転作と同等に支援している。
中でも、関係者が一体となり産地
づくり対策や耕畜連携水田活用対策
事業等の活用により、スーダン等の
飼料作物の団地化を推進し、転作飼
料作物の面積は平成17年度53ha、
18年度91ha、19年度23ha、20
年度122haと年々増加している。
町内には繁殖牛約400頭、乳用牛
約500頭が飼養されており、事業推
進により粗飼料の増産に大きく寄与
している。

転作飼料作物田（福吉地区）

佐賀県白石町
・面積 99.5km2

・耕地面積 約5800ha
・農家戸数 約3000戸
（うち畜産農家約60戸）

⑧情報提供者コメント
白石町は平野部が広く飼料生産の
基盤が整っていることから、今後な
お一層の取り組みが期待されます。

スーダンのウインドロウ（有明干拓）

飼料作物の収穫状況（有明干拓）
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② 対象家畜 肉用牛一貫（繁殖）６３頭・（肥育）８３頭

③ 市町村名 長崎県雲仙市

④ 取組実施者名 個人

⑤ 経営形態 肉用牛一貫・ばれいしょの複合経営

⑥ 取組開始年 平成２０年

事例提供（執筆者）：長崎県雲仙市肉用牛農家
お問合せ：長崎県島原農業改良普及センター農業技術課畜産班 TEL：0957-63-0462

事例９

① 特徴：諫早湾干拓地を活用した飼料作物の増産とばれいしょの連作障害回避

⑦取組内容
自給飼料の生産拡大とばれい
しょの連作障害回避のため、諫早
湾干拓へ入植した。既存耕地に加
え、9haの圃場のリースを受け、
うち2haに高位生産安定を目指
してばれいしょを、ブロックロー
テーションで残り7haに飼料作
物を作付けしている。
また、長年のばれいしょ連作に
より生産性が低下している既存耕
地は、飼料作物を作付けしながら
地力増強を図っている。

イタリアンライグラスの収穫と
収穫前の春ばれいしょ（手前）

ソルガム（左）と
秋ばれいしょの作付準備（左奥）

イタリアンライグラスの播種

イタリアンライグラス播種後のブロック（手前）と
ばれいしょ作付ブロック（奥）。
さらに奥には、イタリアンライグラスを播種

春ばれいしょの収穫

⑧メッセージ
9haの一カ所にまとまった畑
のリースを受けることができ、
効率化がされた。この畑を有効
利用し、生産力の落ちている既
存耕地の地力向上を行い経営安
定につなげたい。
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事例１０

⑦取組内容
化学肥料を全く使用せず、近
くの養豚農家から譲渡しても
らった豚ぷんを利用して約
10haの飼料作物栽培に取組ん
でいる。
豚ぷんの施用量は、作物の成
育や収量、普及センターで分析
した硝酸態窒素濃度等を見なが
ら夏作と冬作で調整し、化学肥
料使用時と同等の収量を確保し
ている。
耕作放棄地を開墾して、自給
飼料栽培に利用している。

豚ぷん堆肥のみで栽培したソルガム

西海市には良質な堆肥を生産する大規模畜
産農家が多い

青刈りやラップサイレージで給与

堆肥主体で飼料作物栽培に取り組む水本さん

② 対象家畜 肉用牛繁殖雌牛４０頭

③ 市町村名 長崎県西海市西海町

④ 取組実施者名 水本徳雄・亨

⑤ 経営形態 肉用牛繁殖経営（黒毛和種）

⑥ 取組開始年 平成１０年

① 特徴：豚ぷん堆肥を主体とした飼料作物栽培の取組

事例提供（執筆者）：長崎県長崎農業改良普及センター農業技術課畜産班 廣川順太
お問合せ：長崎県長崎農業改良普及センター農業技術課畜産班 TEL：095-846-4388

⑧メッセージ
低コストな自給粗飼料の栽培
に取組みながら、良質な子牛作
りを行っていきたいと思います。
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美しい小値賀の砂浜と放牧地

遊休農地への放牧実施

② 対象家畜 肉用牛５７６頭

③ 市町村名 長崎県北松浦郡小値賀町

④ 取組実施者名 小値賀町島ごと放牧利用組合（組合員３９名）

⑤ 経営形態 肉用牛繁殖

⑥ 取組開始年 平成２０年２月４日設立

事例提供（執筆者）：長崎県県北農業改良普及センター農業技術課畜産班 矢野隆之
お問合せ：長崎県県北農業改良普及センター畜産班 TEL：0956-41-2033

事例１１

① 特徴：放牧地の利用の流動化等による島ごと放牧の推進

⑦取組内容
島の美しい自然景観の特徴であ
る放牧地の荒廃防止、遊休農地の
解消、放牧による省力化された低
コスト生産の推進による担い手の
円滑な規模拡大を図るため、既存
放牧地の利用流動化、遊休農地の
放牧利用に取り組んでいる。
※小値賀町は佐世保港の西方海
上約60ｋｍに位置する大小17の
海底火山群島で形成され、ほぼ全
域が西海国立公園に指定されてい
る。

推進支援組織での検討
（おぢか牛で町おこし推進協議会） 放牧推進地区別説明会

⑧メッセージ
貴重な地域資源を活用し町興し
を行っています。放牧推進もその
一環と考えています。ぜひとも小
値賀町へ遊びにおいで下さい。
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梱包された稲ワラ

② 対象家畜 肉用牛

③ 市町村名 宮崎県延岡市

④ 取組実施者名 延岡アグリエンタープライス粗飼料対策部会

⑤ 経営形態 農事組合法人

⑥ 取組開始年 平成１８年

事例提供（執筆者）：延岡アグリエンタープライス粗飼料対策部会
お問合せ：宮崎県東臼杵農林振興局農畜産普及担当 TEL：0982-32-3216

事例１２

① 特徴：集落等を単位とした地域的な取組

⑦取組内容
管内畜産農家に対する安全・
安心な地元産稲ワラの供給に取
り組んでいる。
２０年度は、管内約３０ｈａ
の水田から約９０ｔの稲ワラを
収集し、ＪＡ倉庫に一時保管後
畜産農家へ販売している。
なお、稲ワラ収集後の水田に
は、管内堆肥センターで生産さ
れた良質堆肥を散布することで、
耕畜連携と資源循環型の農業経
営を実証している。

⑧メッセージ
安全・安心な牛づくりと増頭
の推進には、地元産稲ワラ確保
が重要です。

延岡アグリエンタープライス事務所

ラッピング作業

堆肥散布作業
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② 対象家畜 肉用繁殖牛３００頭、肉用肥育牛１５０頭

③ 市町村名 宮崎県児湯郡新富町

④ 取組実施者名 （有）アグテック

⑤ 経営形態 肉用牛一貫経営

⑥ 取組開始年 平成19年

事例提供（執筆者）：宮崎県児湯農林振興局農畜産課 畜産担当 中山広美
お問合せ：宮崎県児湯農林振興局農畜産課畜産担当 TEL：0983-22-1365

事例１３

① 特徴：細断型ロールベーラーを利用した自給飼料生産

⑦取組内容
繁殖牛の規模拡大に伴い、コ
スト削減のため、自給率の向上
を目指す。
とうもろこしの作付面積の拡
大を行い、細断型ロールベー
ラー等を利用。ロールで保存す
ることにより、廃棄量の減少、
二次発酵の防止により良質な粗
飼料の確保が出来た。
自給飼料を利用したＴＭＲも
作成し、細断型ロールベーラー
を利用して、ＴＭＲのロール保
存も行っている。

細断型ロールベーラー(H19年度事業） ラッピングの様子

とうもろこしサイレージのロール

300頭規模の繁殖牛舎（H19年度事業）

⑧メッセージ
未利用資源（焼酎粕等）を利
用してさらに飼料費のコスト削
減を目指していきたい。
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② 対象家畜 肉用牛繁殖

③ 市町村名 鹿児島県指宿市（開聞）

④ 取組実施者名 指宿市開聞水田受委託組合

⑤ 経営形態 作業受委託

⑥ 取組開始年 平成２０年

事例提供（執筆者）：鹿児島県南薩地域振興局指宿支所農林普及課農業振興係 樋渡隆
お問合せ：鹿児島県南薩地域振興局指宿支所農林普及課農業振興係 TEL:0933-22-2171

事例１４

① 特徴：水田受委託組合による飼料用イネの生産と利用

⑦取組内容
転作田の高度活用と、暖地の特
性を生かした飼料用イネの栽培利
用について取り組んだ。
・２回刈りに適した品種や、施肥
量の違いによる生育特性の確認。
・飼料用イネＷＣＳの肉用牛への
給与
・地域農業者に対して飼料用イネ
の栽培方法や特性、高性能機械
の利用に関する見識を高めるた
めの研修会の開催。

汎用型飼料収穫機による収穫状況(研究機関と連携)

ロールベールサイレージの調製状況

耕畜農家を対象にした研修会の開催

⑧メッセージ
暖地の特性を生かした２回刈り
により、転作田の高度活用と耕畜
農家双方にメリットが見いだせる
と思います。

品種選定や栽培技術実証状況
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② 対象家畜 肉用牛１２０頭

③ 市町村名 鹿児島県鹿屋市吾平町

④ 取組実施者名 境田地区水田営農組合

⑤ 経営形態 畜産農家１名、耕種農家２名

⑥ 取組開始年 平成１９年

事例提供（執筆者）：境田地区水田営農組合 組合長 福元康光
お問合せ：鹿屋市吾平総合支所産業振興課産業振興班 TEL：0994-58-7111

事例１５

収穫作業の様子

植え付け作業の様子

設立総会の様子

① 特徴：稲発酵粗飼料生産による生産性向上

⑦取組内容
当地区は、稲ＷＣＳ生産に特化し
た特定農業団体を設立。稲作農家２
戸畜産農家１戸で構成され、鹿屋市
吾平地区内の19年度稲WCS作付面
積は約３０haで、うち９haを組合
で生産している。
品種比較や、現地研修、農家の視
察などを積極的に受け入れ、県内の
稲WCS普及に大きく貢献している。
当地区が集落営農の稲ＷＣＳ生産
モデルとなり、県下での普及が大い
に期待される。

水田周辺の管理（耕種農家が担当）

⑧メッセージ
この取組をモデルとして、地域内
他地区でも集落営農組織を設立し、
本年より稲ＷＣＳの生産を実施して
います。
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ご筆者一覧

事例番号 執筆者の所属機関・職業等 執筆者

１ 佐賀県三神農業改良普及センター　農畜産担当  久留間　利直

２ 長崎県諫早市　川内町飼料供給組合　組合長　  中島　康範

３ 農事組合法人　原の辻　　  松野　善信

４ 熊本県鹿本地域振興局　農業普及指導課　地域営農推進班  江口　敬子

５ 熊本県八代地域振興局　農業普及指導課　地域営農推進班　  高木　宏臣

６ 大分県東部振興局　生産流通部　経営・畜産班　  川ノ上　実

７ 宮崎県北諸県農林振興局　農業経営課　農畜産普及担当　 －

８ 佐賀県杵島農業改良普及センター　農畜産係　  坂井　隆宏

９ 長崎県雲仙市　肉用牛農家　 －

１０ 長崎県長崎農業改良普及センター　農業技術課畜産班　  廣川　順太

１１ 長崎県県北農業改良普及センター　農業技術課畜産班　  矢野　隆之　

１２ 延岡アグリエンタープライス粗飼料対策部会　 －

１３ 宮崎県児湯農林振興局農畜産課　畜産担当　  中山　広美

１４ 鹿児島県南薩地域振興局　指宿支所農林普及課　農業振興係　  樋渡　隆　 

１５ 境田地区水田営農組合　組合長  福元　康光
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九州地域飼料増産行動会議設置要領

平成１１年１０月 ５日設 置

平成１２年 ８月２８日一部改正

平成１３年 ３月１３日一部改正

平成１４年 ３月１３日一部改正

平成１６年 ５月１０日全部改正

平成１７年 ７月２６日一部改正

平成１８年 ３月 １日一部改正

平成１９年 ５月１５日一部改正

平成２０年 ５月１６日一部改正

１ 趣旨

（１）自給飼料の生産は、飼料自給率の向上を通じた食料自給率の向上を図るとともに、

生産コストの低減と経営の安定化、家畜ふん尿等の有効利用による地力増進等畜産環

境問題への対応を図る観点から、その拡大を図っていくことが重要であり、平成１４

年１２月に決定された「米政策改革大綱」を踏まえ、耕種農家と畜産農家の連携によ

る水田を活用した飼料生産への取組を強化することが重要である。

（２）また、新たな「食料・農業・農村計画」（平成１７年３月２５日閣議決定）におい

ては、食料の安定供給の確保を図るため、国内農業生産の増大を図ることを基本とし

ており、特に、食料自給率向上を図る上で、自給飼料の生産拡大が重要な課題となっ

ている。

（３）こうしたなか、飼料自給率目標や生産努力目標の達成に向けた自給飼料の生産拡大

を図るためには、飼料増産運動の具体的な取組を明らかにした基本方針を定め、これ

に則した取組の実施に必要な自給飼料の有利性、重要性の啓発や飼料増産関連制度・

施策の普及・浸透を図るほか、飼料増産に関わる取組事例の紹介やマニュアルの作成

・配布、技術情報の提供等を行い、地域段階の取組を支援することが重要である。

（４）このため、行政や農業団体等が一体となった「九州地域飼料増産行動会議」（以下

「行動会議」という。）を設置し、「九州地域配合飼料価格上昇対応生産性向上推進

会議」、「九州地域食品残さ飼料化行動会議」、「九州地域肉用牛増頭戦略会議」及び

関連する協議会等との連携を図りながら、全国から地域に至る飼料増産行動の展開に

即し、九州における自給飼料の増産に関する取組等を強化し、飼料自給率向上に向け

た飼料増産運動の展開及びこれらの検証を行い、九州における大家畜生産の振興と地

域農業の発展に資するものとする。
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２ 行動会議の構成

（１）行動会議は、農林水産省（九州農政局）、管内各県、畜産関係団体等の関係者をも

って構成する（別紙）。

（２）構成員は、必要に応じて、追加できるものとする。

３ 行動会議の活動

九州地域における飼料増産について次の事項の検討を行うとともに、自給飼料増産運

動に関する取組み等の推進を図る。

検討事項

（１）飼料増産運動の基本方針の決定

１）稲発酵粗飼料・飼料用米の生産拡大

２）国産稲わらの利用拡大

３）放牧の推進

４）飼料生産外部化の推進

５）飼料の生産性向上

（２）飼料増産運動の工程管理

（３）飼料増産を図るための普及啓発

（４）飼料増産に関する情報の収集・交換・提供

（５）その他自給飼料増産に資する事項

４ 専門部会の設置

行動会議において決定された基本方針について、具体的な検討と取組みを加速させる

ため、次の専門部会を設置するものとする。

（１）専門部会名

ア 飼料用稲生産推進専門部会

イ 国産稲わら利用推進専門部会

ウ 放牧推進専門部会

エ 飼料生産外部化推進専門部会

（２）専門部会の構成

専門部会は、九州農政局、管内各県、行動会議構成団体等により構成するもの

とする。

（３）専門部会の活動

それぞれの活動は、専門部会設置要領によるものとする。

（４）専門部会の運営

専門部会の事務局は、九州農政局生産経営流通部畜産課内とする。

５ 行動会議の運営

行動会議の事務局は、九州農政局生産経営流通部畜産課内におく。
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て

－19－



○
青
刈
り
と
う
も
ろ
こ
し
等
の
高
栄
養
飼
料
の
作
付
拡

大
や
新
技
術
の
導
入
と
緑
肥
か
ら
の
飼
料
作
物
へ
の

転
換
、
水
田
裏
で
の
飼
料
生
産

○
稲

W
C

S
等
水
田
を
活
用
し
た
飼
料
作
物
作
付
面

積
拡
大
と
飼
料
用
米
の
利
活
用
円
滑
化
、
多
収
品
種

の
開
発
と
導
入

○
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
や
放
牧
条
件
整
備
、
放
牧

経
験
牛
（レ
ン
タ
カ
ウ
）の
確
保
、
草
地
管
理
技
術
の

改
良
に
よ
る
放
牧
の
推
進

・
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
の
育
成
・
強
化
、

TM
R
セ
ン
タ
ー
の

育
成
と
利
用
拡
大

・
国
産
稲
わ
ら
等
の
流
通
体
制
の
構
築

・
高
収
量
・高
品
質
な
飼
料
生
産
技
術
の
開
発
と
実
証

○
飼
料
増
産
運
動
の
推
進
取
組
が
低
調
な
地
域
へ

の
集
中
的
な
働
き
か
け
、
耕
畜
連
携
事
業
等
事
業
制

度
の
積
極
的
な
活
用
促
進

項
目

対
応
方
向

○
飼
料
作
物
作
付
面
積
：
10

5,
68

7h
a

（
作
付
面
積
を

2,
48

7h
a拡
大
）

○
青
刈
り
と
う
も
ろ
こ
し
作
付
面
積
拡
大

○
20
年
産

W
C

S
作
付
面
積
：
3,

70
0h

a
○

21
年
産

W
C

S
作
付
面
積
：
4,

00
0h

a
○
飼
料
用
米
の
モ
デ
ル
実
証
に
よ
る
利
活
用

体
制
の
構
築

○
水
田
放
牧
の
取
組
拡
大

（肉
用
牛
放
牧
頭
数
：
1,

60
0頭
）

○
飼
料
生
産
受
託
組
織
数
：
13

0組
織

○
国
産
稲
わ
ら
自
給
率
：
10

0％
・
需
要
量
に
見
合
っ
た
国
産
粗
飼
料
の
確
保

・
自
給
飼
料
成
分
の
実
態
調
査

平
成

20
年
度
行
動
計
画

飼
料
自
給
率
向
上
に
向
け
た
平
成

20
年
度
行
動
計
画
及
び
目
標

○
飼
料
作
物
作
付
面
積
の
拡
大

○
水
田
を
活
用
し
た
飼
料
作
物
作
付
拡
大

飼
料
用
米
の
利
活
用
円
滑
化

○
水
田
放
牧
の
推
進

○
国
産
粗
飼
料
の
生
産
・流
通
の
円
滑
化

・
飼
料
生
産
の
外
部
化
の
推
進

・
高
品
質
な
粗
飼
料
生
産
の
推
進

・
国
産
稲
わ
ら
等
の
利
用
促
進

○
飼
料
増
産
運
動
の
推
進

○
飼
料
増
産
重
点
地
区

69
地
区

（
10
地
区
の
追
加
登
録
）

資
料
：農
林
水
産
省
「
作
物
統
計
」
、
「
耕
地
及
び
作
付
面
積
統
計
」

16
.4
千

ha
16

.6
千

ha
17

.2
千

ha
う
ち
青
刈
り
と
う
も
ろ
こ
し

10
3.

2千
ha

10
2.

3千
ha

10
4.

7千
ha

飼
料
作
物
作
付
面
積

H
19

(速
報

)
H

18
H

17

資
料
：九
州
農
政
局
畜
産
課
調
べ

15
8.

9h
a

15
7.

5h
a

13
8.

1h
a

〃
面
積

1,
14

4頭
1,

12
5頭

1,
08

4頭
水
田
放
牧
頭
数

H
19
（
見
込
）

H
18

H
17

肉
用
牛
の

資
料
：九
州
農
政
局
畜
産
課
調
べ

3,
28

6h
a

2,
61

0h
a

2,
34

8h
a

稲
W
C
S
作
付
面
積

H
19

H
18

H
17

資
料
：九
州
農
政
局
畜
産
課
調
べ

59
地
区

45
地
区

30
地
区

飼
料
増
産
重
点
地
区

H
19

H
18

H
17

目
標
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１
飼
料
増
産
重
点
地
区
と
は

５１３１

Ｈ
20

（
見
込
）

６
４

１
４

１
５

１
５

１
５

計

３
２

そ
の
他

１
１

消
費
者
に
対
す
る
理
解
醸
成

１
４

２
５

１
３

コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
の
活
用

２
１

１
単
収
の
向
上

９
４

１
４

放
牧
の
推
進

１
８

４
５

９
国
産
稲
わ
ら
の
利
用
拡
大

１
０

５
４

稲
発
酵
粗
飼
料
の
増
産

７
７

耕
畜
連
携

計
Ｈ

19
Ｈ

18
Ｈ

17
Ｈ

16
取
組
区
分

飼
料
増
産
重
点
地
区
の
登
録
状
況
に
つ
い
て

２
飼
料
増
産
重
点
地
区
の
追
加
登
録
に
つ
い
て

３
平
成
２
０
年
度
追
加
登
録
に
お
け
る
地
区
の
定
義

４
飼
料
増
産
重
点
地
区
の
メ
リ
ッ
ト

飼
料
増
産
運
動
の
推
進
方
策
と
し
て
、
飼
料
増
産
運
動
や
自
給
飼
料
関
係

施
策
の
地
域
農
家
等
へ
の
周
知
徹
底
と
、
行
政
、
関
係
団
体
に
よ
る
自
給
飼

料
の
増
産
に
基
づ
い
た
地
域
の
畜
産
振
興
を
確
実
な
も
の
と
す
る
た
め
、
自
給

飼
料
増
産
が
可
能
な
地
域
の
選
定
と
重
点
指
導
を
行
う
地
区
。

飼
料
増
産
の
取
組
み
を
「点
」か
ら
「面
」に
拡
大
す
る
た
め
、
「飼
料
自
給
率

向
上
戦
略
会
議
」並
び
に
「全
国
飼
料
増
産
行
動
会
議
」で
定
め
た
２
０
年
度
行

動
計
画
に
お
い
て
、
飼
料
増
産
重
点
地
区
を
３
０
０
ヶ
所
に
拡
大
す
る
こ
と
が
数

値
目
標
と
し
て
設
定
さ
れ
て
い
る
。

平
成
１
９
年
度
は
全
国
で
４
８
ヶ
所
が
追
加
登
録
さ
れ
、
２
６
１
ヶ
所
に
拡
大
。

（１
）対
象
と
な
る
地
区

以
下
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
地
区
を
対
象
と
す
る
。

①
２
０
年
度
に
お
け
る
県
の
飼
料
増
産
行
動
計
画
等
に
即
し
、
県
・市
町
村
・Ｊ
Ａ
等
に
よ
る

指
導
や
補
助
事
業
等
に
よ
る
支
援
等
が
重
点
的
に
行
わ
れ
て
い
る
地
区
で
あ
り
、
県
が
重

点
地
区
と
し
て
適
当
と
認
め
る
地
区
（た
だ
し
、
既
存
の
登
録
地
区
は
除
く
）。

②
２
１
年
度
に
お
い
て
、
県
・市
町
村
・Ｊ
Ａ
等
に
よ
る
指
導
や
補
助
事
業
等
に
よ
る
支
援
等

が
重
点
的
に
行
わ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
地
区
で
あ
り
、
県
が
重
点
地
区
と
し
て
適
当
と
認

め
る
地
区
。

（２
）地
区
の
範
囲
：地
区
の
範
囲
は
、
市
町
村
、
Ｊ
Ａ
、
生
産
集
団
の
い
ず
れ
も
可
。取
組
区
分
別
・年
度
別
の
登
録
状
況

５１２２

Ｈ
20

（
見
込
）

６
４

１
４

１
５

１
５

１
５

計

６
１

２
２

鹿
児
島
県

７
１

１
１

２
宮
崎
県

５
２

３
大
分
県

１
８

５
６

１
６

熊
本
県

７
１

３
１

２
長
崎
県

１
０

２
８

佐
賀
県

１
１

２
３

４
福
岡
県

計
Ｈ

19
Ｈ

18
Ｈ

17
Ｈ

16

（
１
）
強
い
農
業
づ
く
り
交
付
金
に
お
け
る
配
分
基
準
に
お
い
て
、
新
た
に
取
組
む
場
合
に
あ
っ
て

は
ポ
イ
ン
ト
を
加
算
。

（２
）耕
畜
連
携
水
田
活
用
対
策
事
業
の
採
択
に
お
い
て
、
ポ
イ
ン
ト
を
加
算
。

各
県
別
・年
度
別
の
登
録
状
況
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耕
畜
連
携
の
推
進

稲
発
酵
粗
飼
料
の
増
産 天
草
市
／
平
床
飼
料
生
産
組
合

天
草
市
／
北
山
浦
飼
料
生
産
組
合

天
草
市
／
宮
田
飼
料
生
産
組
合

天
草
市
／
有
明
西
地
区
飼
料
生
産
組
合

熊
本
県

我
妻
町
／
我
妻
町

長
崎
県 湯
之
前
町
／
湯
前
酪
農
組
合
等

上
益
城
郡
内
／
Ｊ
Ａ
上
益
城

宇
城
市
／
小
曽
部
ﾎ
ｰ
ﾙ
ｸ
ﾛ
ｯ
ﾌ
ﾟ生
産
組
合

熊
本
県

国
東
町
／
国
東
町
飼
料
生
産
組
合

大
分
県 霧
島
市
、
湧
水
町
、
姶
良
町
／

（
有
）
ア
グ
リ
セ
ン
タ
ー
栗
野
等

鹿
児
島
県

都
城
市
／
（
農
）
夢
フ
ァ
ー
ム
た
ろ
ぼ
う

宮
崎
県

地 区 数

合
計

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

１
０１００

４００５
福
岡
県

佐
賀
県

熊
本
県

長
崎
県

大
川
市
／
大
川
市
畜
産
振
興
対
策
協
議
会

柳
川
市
／
清
和
会

前
原
市
／
前
原
酪
農
組
合

み
や
こ
町
／
下
高
屋
農
作
業
受
託
組
合
等

若
宮
町
／
直
鞍
農
業
協
同
組
合
等

福
岡
県

地 区 数

合
計

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

７１１１

３１００
福
岡
県

佐
賀
県

熊
本
県

長
崎
県

鹿
児
島
県

東
串
良
町
／
東
串
良
町
※

※
2
0
年
度
登
録
予
定
地
区
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国
産
稲
わ
ら
の
利
用
拡
大

肝
付
町
／
甫
与
岳
粗
飼
料
生
産
組
合

鹿
児
島
県

諫
早
市
／
農
事
組
合
法
人
「
も
り
や
ま
」

諫
早
市
／
川
内
町
飼
料
作
物
安
定
供
給
組
合

対
馬
市
／
Ｊ
Ａ
対
馬
市

長
崎
県

相
良
村
／
高
原
機
械
利
用
組
合

阿
蘇
市
／
阿
蘇
ｶ
ﾙ
ﾃ
ﾞﾗ
粗
飼
料
生
産
組
合

熊
本
県

地 区 数

合
計

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

１
８１１１

２３

１
００

福
岡
県

佐
賀
県

熊
本
県

長
崎
県

多
久
市
／
東
多
久
稲
ワ
ラ
部
会

嬉
野
市
／
嬉
野
地
区
東
吉
田
飼
料
生
産
組
合

伊
万
里
市
／
駒
鳴
飼
料
生
産
機
械
利
用
組
合

伊
万
里
市
／
山
口
飼
料
生
産
機
械
利
用
組
合

玄
海
町
／
浅
木
場
肉
用
牛
組
合

佐
賀
県

玄
海
町
／
大
鳥
自
給
飼
料
増
産
組
合

唐
津
市
／
ぬ
げ
ん
谷
飼
料
機
械
利
用
組
合

唐
津
市
／
二
反
田
飼
料
生
産
組
合

唐
津
市
／
沙
子
飼
料
生
産
組
合

唐
津
市
／
高
野
飼
料
生
産
組
合

大
分
県

玖
珠
町
／
（
有
）
グ
リ
ー
ン
ス
ト
ッ
ク
八
幡

宮
崎
県

宮
崎
市
他
／

JA
宮
崎
中
央
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放
牧
の
推
進

五
島
市
／
翁
頭
地
区
五
島
牛
ヘ
ル
パ
ー
組
合

小
値
賀
町
／
小
値
賀
町
、
放
牧
集
団
等

長
崎
県

天
草
管
内
／
天
草
農
業
活
性
化
協
議
会

高
森
町
／
中
色
見
自
給
飼
料
生
産
組
合

高
森
町
／
小
倉
原
飼
料
生
産
組
合

熊
本
県

地 区 数

合
計

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

９１０１

３２０２
福
岡
県

佐
賀
県

熊
本
県

長
崎
県

大
分
県

豊
肥
地
域
（
旧
竹
田
直
入
地
域
）
／

関
係
町
・
農
協
・
県
等

鹿
児
島
県

屋
久
町
、
上
屋
久
町
／

屋
久
町
黒
崎
地
区
和
牛
生
産
グ
ル
ー
プ
等

う
き
は
市
／
う
き
は
市

み
や
ま
市
（
旧
高
田
町
）
／
み
や
ま
市

福
岡
県
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コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
の
活
用

阿
蘇
郡
市
／
Ｊ
Ａ
阿
蘇
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
組
合

西
原
村
／
西
原
村
総
合
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
組
合

菊
陽
町
／
熊
本
市
酪
農
農
業
協
同
組
合

菊
池
市
／
北
吉
住
不
耕
起
組
合
、
泗
水
ｺ
ﾝ
ﾄﾗ
ｸ

ﾀ
ｰ
利
用
組
合
、
旭
志
T
M
R
生
産
組
合
、
J
A
菊
池

熊
本
県

五
島
市
／
べ
べ
ん
こ
は
ー
と
飼
料
増
産
受
託
組
合

長
崎
県

大
分
県

北
部
地
域
（
旧
西
高
地
域
）
／

豊
後
高
田
営
農
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー

え
び
の
市
／
（
株
）
Ｊ
Ａ
ア
グ
リ
ラ
ン
ド
田
の
神
さ
ぁ
※

都
城
市
／
（
有
）
ア
グ
リ
セ
ン
タ
ー
都
城
※

都
城
市
／
霧
島
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
組
合

小
林
市
／
細
野
フ
ァ
ー
ム
大
地

宮
崎
県

え
び
の
市
／

(有
)な
が
え
村
生
産
組
合

志
布
志
市
／
曽
於
南
部
自
給
飼
料
推
進
協
議
会
、

（
有
）
さ
か
う
え

鹿
児
島
県

志
布
志
市
／
志
布
志
市
農
業
公
社
松
山
事
業
所

（
旧
（
財
）
松
山
町
農
業
公
社
）

地 区 数

合
計

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

１
４２５１

４１０１
福
岡
県

佐
賀
県

熊
本
県

長
崎
県

福
岡
市
、
筑
紫
野
市
、
那
珂
川
町
／
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
筑
紫
※

福
岡
県

※
2
0
年
度
登
録
予
定
地
区
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草
地
の
更
新
や
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
の
作
付
等
に
よ
る
単
収
の
向
上

八
女
市
／
新
庄
飼
料
生
産
組
合

朝
倉
市
／
朝
倉
市

福
岡
県

そ
の
他

地 区 数

合
計

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

２０００

０００２
福
岡
県

佐
賀
県

熊
本
県

長
崎
県

消
費
者
に
対
す
る
理
解
醸
成

地 区 数

合
計

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

１０００

１０００
福
岡
県

佐
賀
県

熊
本
県

長
崎
県

ら
く
の
う
ﾏ
ｻ
ﾞｰ
ｽ
ﾞ阿
蘇
ﾐﾙ
ｸ
牧
場
／

熊
本
県
酪
農
業
協
同
組
合
連
合
会

熊
本
県

地 区 数

合
計

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

２００１

１００１
福
岡
県

佐
賀
県

熊
本
県

長
崎
県

会
議
、
研
修
会
等
に
よ
る
耕
畜
連
携
の
強
化

豊
後
大
野
市
／
豊
後
大
野
市

大
分
県

機
械
の
選
定
や
管
理
・
運
用
規
定
を
定
め
、
コ

ス
ト
軽
減
・
作
業
効
率
化
に
よ
る
飼
料
栽
培
面

積
の
増
加
を
図
る
。

苓
北
町
／
樫
谷
機
械
利
用
組
合

熊
本
県

イ
タ
リ
ア
ン
ラ
イ
グ
ラ
ス
の
作
付

川
崎
町
／
大
ヶ
原
粗
飼
料
生
産
組
合
※

福
岡
県

※
2
0
年
度
登
録
予
定
地
区
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4
,1
5
6

3
,2
8
6

2
,6
1
0

2
,3
4
8

2
,3
08

2
,7
2
5

2
,5
7
1

4
,0
0
0

3
,7
0
0

2
,9
0
0

2
,0
0
0

2
,5
0
0

3
,0
0
0

3
,5
0
0

4
,0
0
0

4
,5
0
0

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1
年
度

h
a

九
州

目
標

○
飼
料
作
物
作
付
面
積
の
推
移

○
稲
発
酵
粗
飼
料
（
Ｗ
Ｃ
Ｓ
）
作
付
面
積
の
推
移（
単
位
：
h
a
）

年
度

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

全
国

9
2
9
,
4
0
0
9
1
4
,
4
0
0
9
0
5
,
8
0
0
8
9
8
,
1
0
0
8
9
7
,
2
0
0
9
0
1
,
5
0
0

九
州

1
0
8
,
2
0
0
1
0
5
,
7
0
0
1
0
4
,
7
0
0
1
0
2
,
3
0
0
1
0
3
,
2
0
0
1
0
3
,
8
0
0

福
岡
県

2
,
7
3
0

2
,
6
1
0

2
,
5
4
0

2
,
4
4
0

2
,
5
0
0

2
,
6
2
0

佐
賀
県

1
,
8
5
0

1
,
8
5
0
1
,
8
1
0
.
0
1
,
7
1
0
.
0

1
,
7
4
0

1
,
6
9
0

長
崎
県

8
,
9
2
0

9
,
0
1
0

9
,
4
8
0

9
,
4
0
0

9
,
6
6
0

1
0
,
1
0
0

熊
本
県

2
2
,
2
0
0
2
1
,
2
0
0

2
0
,
8
0
0

2
0
,
7
0
0
2
0
,
9
0
0

2
1
,
3
0
0

大
分
県

8
,
5
1
0

8
,
3
7
0

8
,
1
2
0

7
,
7
7
0

7
,
7
7
0

7
,
8
8
0

宮
崎
県

3
2
,
1
0
0
3
1
,
4
0
0

3
1
,
0
0
0

3
0
,
6
0
0
3
0
,
8
0
0

3
0
,
9
0
0

鹿
児
島
県

3
1
,
9
0
0
3
1
,
3
0
0

3
0
,
9
0
0

2
9
,
6
0
0
2
9
,
7
0
0

2
9
,
4
0
0

1
0
5
,7
0
0
1
04
,7
0
0

1
0
2
,3
0
01
0
3
,2
0
0

1
0
3
,8
0
0

1
08
,2
0
0

1
0
4
,7
4
0

1
0
5
,6
8
7

1
0
0
,0
0
0

1
0
2
,5
0
0

1
0
5
,0
0
0

1
0
7
,5
0
0

1
1
0
,0
0
0

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0
年
度

h
a

九
州

目
標

（
単
位
：
h
a
）

年
度

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0
見
込

全
国

5
,
2
1
4
4
,
3
7
5
4
,
5
9
4
5
,
1
8
2
6
,
3
3
9

－

九
州

2
,
7
2
5
2
,
3
0
8
2
,
3
4
8
2
,
6
1
0
3
,
2
8
6
4
,
1
5
6

福
岡
県

2
0
2

1
7
2

1
9
8

2
0
3

2
8
4

3
1
1

佐
賀
県

1
0

2
0

7
1
8

5
3

長
崎
県

2
0

1
4

1
5

1
9

1
6

1
8

熊
本
県

1
,
3
4
8
1
,
0
6
4

9
9
4
1
,
1
2
3
1
,
4
3
0
1
,
6
2
3

大
分
県

1
7
1

1
7
1

2
3
1

2
2
2

2
3
2

2
9
1

宮
崎
県

9
1
2

8
5
1

8
6
2

9
8
6
1
,
1
7
6
1
,
5
9
0

鹿
児
島
県

6
3

3
3

4
7

5
1

1
3
1

2
7
0
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○
飼
料
用
米
作
付
面
積
の
推
移

○
飼
料
用
米
導
入
定
着
化
緊
急
対
策
事
業
実
施
状
況
（
平
成
２
０
年
度
）

6
 

0
 

0
 

鹿
児
島
県

7
5 

1
 

0
 

宮
崎
県

5
3 

2
 

2
 

大
分
県

3
8 

0
 

0
 

熊
本
県

0
 

0
 

0
 

長
崎
県

3
 

0
 

0
 

佐
賀
県

2
2 

2
 

1
 

福
岡
県

1
97
 

5
 

3
 

九
州

1
,6
11
 

2
92
 

1
04
 

全
国

2
0（
見
込
）

1
9

1
8

年
度

（
単
位
：
h
a）

豚
伊
佐
飼
料
用
米
利
用
組
合

大
口
市
、
菱
刈
町

鹿
児
島
県

肉
用
牛
、
豚
、
肉
用
鶏

宮
崎
県
飼
料
用
米
利
用
協
議
会

県
内
全
域

宮
崎
県

採
卵
鶏

大
分
県
飼
料
米
利
活
用
研
究
会

県
内
全
域

大
分
県

肉
用
牛
、
乳
用
牛
、
豚

Ｊ
Ａ
菊
池
飼
料
用
米
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

菊
池
市

熊
本
県

豚
糸
島
飼
料
米
研
究
会

前
原
市
、
二
丈
町

福
岡
県

給
与
家
畜

モ
デ
ル
集
団
名

市
町
村
名

県
名

・
排
水
不
良
田
や
未
整
備
田
で
も

作
付
が
可
能
で
あ
り
、
農
地
の
有

効
利
用
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
田
植
え
か
ら
収
穫
ま
で
通
常
の

稲
作
栽
培
体
系
と
同
じ
で
取
り
組

み
や
す
い
。

・
農
機
具
に
つ
い
て
、
新
た
な
投
資

が
い
ら
な
い
。

・
麦
・大
豆
等
の
連
作
障
害
を
回

避
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
輸
入
と
う
も
ろ
こ
し
の
代
替
と
し
て
、

配
合
飼
料
の
原
料
に
利
用
が
可

能
。

・
長
期
保
存
が
可
能
。

・
既
存
の
配
合
飼
料
と
同
様
の
扱

い
で
給
与
で
き
、
特
別
な
設
備
や

手
間
は
不
要
。

稲
作
農
家
の
メ
リ
ッ
ト

畜
産
農
家
の
メ
リ
ッ
ト

－28－



○
国
産
稲
わ
ら
需
給
状
況
の
推
移

代
替
措
置

供
給
元

○

大
分
県

○

熊
本
県

長
崎
県

佐
賀
県

福
岡
県

輸
入
稲
わ
ら
、
麦
わ
ら

○
○

鹿
児
島
県

供 給 先

○○○

輸
入
稲
わ
ら
、
ｽ
ﾄﾛ
ｰ

宮
崎
県

－
大
分
県

米
国
産
ｲ
ﾀ
ﾘ
ｱ
ﾝ
ｽ
ﾄﾛ
ｰ

○
熊
本
県

ｲ
ﾀ
ﾘ
ｱ
ﾝ
ｽ
ﾄﾛ
ｰ
等

長
崎
県

－
佐
賀
県

－
福
岡
県

○
国
産
稲
わ
ら
の
発
生
量
及
び
需
給
状
況

○
国
産
稲
わ
ら
の
流
通
状
況
及
び
代
替
措
置

1,
03
7
,6
1
3

1,
11
9,
9
85

1
,0
27
,0
6
6

1,
0
78
,9
20

1,
10
0,
3
23

3
70
,6
86

(3
4
.4
%)

35
9,
23
1

(3
5.
0%
)

3
68
,8
89

(3
2.
9%
)

32
5
,6
5
4

(3
1
.4
%
)

37
2,
6
65

(3
3.
9
%)

0

2
0
0
,0
0
0

4
0
0
,0
0
0

6
0
0
,0
0
0

8
0
0
,0
0
0

1
,0
0
0
,0
0
0

1
,2
0
0
,0
0
0

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

年
度

ｔ

発
生
量

飼
料
向
け

4
2
2
,1
4
4

4
2
3
,1
6
8

4
1
8
,2
4
6

4
3
3
,7
1
6

4
1
4
,9
9
5

3
7
9
,7
3
6

(9
0
.0
%
)

3
3
6
,1
5
1

(8
0
.4
%
)

3
8
3
,4
6
1

(8
8
.4
%
)

3
6
9
,8
9
3

(8
9
.1
%
)

3
8
3
,0
2
8

(9
0
.5
%
)

0

1
0
0
,0
0
0

2
0
0
,0
0
0

3
0
0
,0
0
0

4
0
0
,0
0
0

5
0
0
,0
0
0

6
0
0
,0
0
0

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

年
度

ｔ

需
要
量

供
給
量

１
８
年
度

（
単
位
：
ｔ）

供
給
量

需
要
量

A
Ｃ

Ｄ
Ｅ

Ｆ
＝
Ｄ
－
Ｅ
Ｇ
＝
Ｂ
÷
Ｅ
Ｈ
＝
Ｄ
÷
Ｅ

福
岡
県

2
2
8
,0
9
6

1
7
,4
4
2

( 
7
.6
%
)

1
4
,0
7
2

1
4
,0
7
2

1
4
,0
7
2

0
 

1
2
3
.9
%

1
0
0
.0
%

佐
賀
県

1
4
5
,7
9
5

4
8
,9
4
8

(3
3
.6
%
)

4
7
,7
4
4

4
4
,0
0
0

4
4
,0
0
0

0
 

1
1
1
.2
%

1
0
0
.0
%

長
崎
県

5
9
,1
9
5

3
3
,1
9
9

(5
6
.1
%
)

4
1
,4
9
8

4
1
,4
9
8

4
4
,1
7
9

△
 2
,6
8
1
 

7
5
.1
%

9
3
.9
%

熊
本
県

2
4
4
,8
4
4

8
4
,0
2
1

(3
4
.3
%
)

8
5
,6
2
1

8
5
,6
1
4

8
5
,6
1
4

0
 

9
8
.1
%

1
0
0
.0
%

大
分
県

1
2
7
,2
8
7

3
7
,6
2
8

(2
9
.6
%
)

3
5
,4
6
8

3
5
,4
6
8

3
5
,4
6
8

0
 

1
0
6
.1
%

1
0
0
.0
%

宮
崎
県

1
0
2
,6
3
5

5
8
,1
7
7

(5
6
.7
%
)

6
4
,7
8
4

6
4
,7
8
4

7
9
,6
0
0

△
 1
4
,8
1
6
 

7
3
.1
%

8
1
.4
%

鹿
児
島
県

1
1
9
,2
1
4

7
9
,8
1
6

(6
7
.0
%
)

8
4
,4
5
7

8
4
,4
5
7

1
1
2
,0
6
2

△
 2
7
,6
0
5
 

7
1
.2
%

7
5
.4
%

九
州
計

1
,0
2
7
,0
6
6

3
5
9
,2
3
1

(3
5
.0
%
)
3
7
3
,6
4
4

3
6
9
,8
9
3

4
1
4
,9
9
5

△
 4
5
,1
0
2
 

8
6
.6
%

8
9
.1
%

県
内
産

稲
わ
ら

充
当
率

稲
わ
ら
生
産
量

B

飼
料
向
け

国
　
産

稲
わ
ら

自
給
率

県
内

確
保
量

不
足
量

１
９
年
度

（
単
位
：
ｔ）

供
給
量

需
要
量

A
Ｃ

Ｄ
Ｅ

Ｆ
＝
Ｄ
－
Ｅ
Ｇ
＝
Ｂ
÷
Ｅ
Ｈ
＝
Ｄ
÷
Ｅ

福
岡
県

2
2
1
,4
5
2

1
8
,6
5
0

( 
8
.4
%
)

1
3
,8
9
8

1
3
,8
9
8

1
3
,8
9
8

0
 

1
3
4
.2
%

1
0
0
.0
%

佐
賀
県

1
7
0
,0
0
0

5
9
,0
0
0

(3
4
.7
%
)

5
8
,0
0
0

4
5
,0
0
0

4
5
,0
0
0

0
 

1
3
1
.1
%

1
0
0
.0
%

長
崎
県

6
0
,6
1
0

3
5
,0
0
0

(5
7
.7
%
)

4
0
,5
4
0

4
0
,5
4
0

4
5
,1
1
5

△
 4
,5
7
5
 

7
7
.6
%

8
9
.9
%

熊
本
県

2
7
8
,0
6
6

8
1
,4
4
9

(2
9
.3
%
)

8
2
,8
6
9

8
2
,8
6
9

8
3
,0
0
3

△
 1
3
4
 

9
8
.1
%

9
9
.8
%

大
分
県

1
2
9
,2
6
5

3
8
,9
0
9

(3
0
.1
%
)

3
8
,9
0
9

3
8
,9
0
9

3
8
,9
0
9

0
 

1
0
0
.0
%

1
0
0
.0
%

宮
崎
県

1
0
2
,3
2
0

5
9
,2
4
9

(5
7
.9
%
)

7
7
,8
6
9

7
7
,8
6
9

8
3
,2
3
2

△
 5
,3
6
3
 

7
1
.2
%

9
3
.6
%

鹿
児
島
県

1
1
7
,2
0
7

7
8
,4
2
9

(6
6
.9
%
)

8
3
,9
4
3

8
3
,9
4
3

1
1
4
,0
1
1

△
 3
0
,0
6
8
 

6
8
.8
%

7
3
.6
%

九
州
計

1
,0
7
8
,9
2
0

3
7
0
,6
8
6

(3
4
.4
%
)
3
9
6
,0
2
8

3
8
3
,0
2
8

4
2
3
,1
6
8

△
 4
0
,1
4
0
 

8
7
.6
%

9
0
.5
%

国
　
産

稲
わ
ら

自
給
率

飼
料
向
け

確
保
量

不
足
量

県
内
産

稲
わ
ら

充
当
率

稲
わ
ら
生
産
量

県
内
向
け

B

２
０
年
度
（
見
込
）

（
単
位
：
ｔ）

供
給
量

需
要
量

A
Ｃ

Ｄ
Ｅ

Ｆ
＝
Ｄ
－
Ｅ
Ｇ
＝
Ｂ
÷
Ｅ
Ｈ
＝
Ｄ
÷
Ｅ

福
岡
県

2
3
9
,0
0
8

1
9
,2
6
8

( 
8
.1
%
)

1
3
,7
7
0

1
3
,7
7
0

1
3
,7
7
0

0
 

1
3
9
.9
%

1
0
0
.0
%

佐
賀
県

1
6
6
,0
0
0

6
0
,0
0
0

(3
6
.1
%
)

4
5
,0
0
0

4
5
,0
0
0

4
5
,0
0
0

0
 

1
3
3
.3
%

1
0
0
.0
%

長
崎
県

6
8
,6
4
0

3
5
,6
0
0

(5
1
.9
%
)

4
0
,3
0
0

4
0
,3
0
0

4
2
,7
0
0

△
 2
,4
0
0
 

8
3
.4
%

9
4
.4
%

熊
本
県

2
7
8
,0
0
0

8
3
,0
0
0

(2
9
.9
%
)

8
2
,8
6
9

8
2
,8
6
9

8
3
,0
0
0

△
 1
3
1
 

1
0
0
.0
%

9
9
.8
%

大
分
県

1
2
3
,7
7
5

3
8
,2
9
7

(3
0
.9
%
)

3
8
,2
9
7

3
8
,2
9
7

3
8
,2
9
7

0
 

1
0
0
.0
%

1
0
0
.0
%

宮
崎
県

1
0
2
,4
0
0

5
7
,5
0
0

(5
6
.2
%
)

7
4
,5
0
0

7
4
,5
0
0

8
3
,0
0
0

△
 8
,5
0
0
 

6
9
.3
%

8
9
.8
%

鹿
児
島
県

1
2
2
,5
0
0

7
9
,0
0
0

(6
4
.5
%
)

8
5
,0
0
0

8
5
,0
0
0

1
1
6
,3
7
7

△
 3
1
,3
7
7
 

6
7
.9
%

7
3
.0
%

九
州
計

1
,1
0
0
,3
2
3

3
7
2
,6
6
5

(3
3
.9
%
)
3
7
9
,7
3
6

3
7
9
,7
3
6

4
2
2
,1
4
4

△
 4
2
,4
0
8
 

8
8
.3
%

9
0
.0
%

資
料
：
九
州
農
政
局
畜
産
課
調
べ

B

国
　
産

稲
わ
ら

自
給
率

飼
料
向
け

確
保
量

不
足
量

稲
わ
ら
生
産
量

県
内
向
け

県
内
産

稲
わ
ら

充
当
率
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6

7

02468

1
0

1
9

2
0
年
度

施
設

九
州

○
水
田
放
牧
の
推
移

○
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
組
織
の
推
移

○
Ｔ
Ｍ
Ｒ
セ
ン
タ
ー
の
推
移

年
度

1
9

2
0
見
込

九
州

6
7

福
岡
県

0
0

佐
賀
県

0
0

長
崎
県

0
0

熊
本
県

2
3

大
分
県

2
2

宮
崎
県

2
2

鹿
児
島
県

0
0

（
単
位
：
施
設
）

1
3
4

1
2
6
1
3
0

13
0

0

2
5

5
0

7
5

1
0
0

1
2
5

1
5
0

1
7
5

2
0
0

1
9

2
0
年
度

組
織

九
州

目
標

年
度

1
9

2
0
見
込

九
州

1
2
6

1
3
4

福
岡
県

-
5

佐
賀
県

-
1

長
崎
県

2
4

2
5

熊
本
県

2
6

2
7

大
分
県

2
5

2
5

宮
崎
県

3
8

3
8

鹿
児
島
県

1
3

1
3

（
単
位
：
組
織
）

（
単
位
：
頭
、
h
a
）

年
度

16
1
7

18
19

20
見
込

九
州

1,
37
5

1,
0
84

1
,1
25

1,
37
4
1,
4
16

福
岡
県

0
16

0
0

0
佐
賀
県

6
0

0
0

0
長
崎
県

56
9

3
26

33
2

38
3

4
01

熊
本
県

70
6

6
06

62
1

64
2

6
42

大
分
県

94
1
31

9
3

12
2

1
24

宮
崎
県

0
5

3
5

42
65

鹿
児
島
県

0
0

4
4

18
5

1
84

九
州

14
9.
5

13
8
.1

1
57
.5

25
6.
9
27
1
.1

福
岡
県

0.
0

1
.3

0.
0

0.
0

0
.0

佐
賀
県

3.
0

0
.0

0.
0

0.
0

0
.0

長
崎
県

3
9.
0

36
.2

36
.1

5
5.
6

38
.0

熊
本
県

8
0.
7

79
.0

82
.5

9
3.
6
12
0
.6

大
分
県

2
6.
9

20
.6

23
.2

3
3.
0

34
.0

宮
崎
県

0.
0

1
.0

5.
5

5
5.
0

58
.0

鹿
児
島
県

0.
0

0
.0

10
.2

1
9.
8

20
.5

放 牧 頭 数 放 牧 面 積

1
,0
8
4

1
,4
1
6

1
,3
7
5

1
,1
2
5

1
,3
7
4

1
,6
0
0

1
,6
0
0

1
,9
0
0

0

5
0
0

1
,0
0
0

1
,5
0
0

2
,0
0
0

2
,5
0
0

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0
年
度

頭

九
州

目
標
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